
第147回

定時株主総会

招 集 ご 通 知

■日 時

2025 年２月 27日（木曜日）

午前 10時（受付開始 午前９時）

■場 所
横 浜 市 中 区 山 下 町 10 番 地

ホ テ ル ニ ュ ー グ ラ ン ド

タワー館３階「ペリー来航の間」

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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証券コード 9720

2025年２月７日

株 主 各 位

横 浜 市 中 区 山 下 町 10 番 地

株式会社 ホテル、ニューグランド

代表取締役会長兼社長 原 信 造

第147回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第147回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第147回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し

ております。なお、本定時株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、

一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りしております。

【当社ウェブサイト】

https://www.hotel-newgrand.co.jp/ir

(上記ウェブサイトにアクセスいただき、「第147回定時株主総会招集ご通知」を選

択いただき、ご確認ください。）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ホテルニューグ

ランド」又は「コード」に証券コード「9720」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書

類/ＰＲ情報」を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資

料」欄よりご確認ください。)
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なお、当日のご出席に代えて、書面による事前の議決権行使をご選択いただけます。

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示いただき、2025年２月26日（水曜日）午後５時30分までに到

着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 2025年２月27日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２．場 所 横浜市中区山下町10番地

ホテルニューグランド タワー館３階「ペリー来航の間」

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第147期（2023年12月１日から2024年11月30日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ

たものとして取り扱わせていただきます。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容

を掲載させていただきます。
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員

（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名の選任

をお願いするものであります。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。

（当社の「取締役候補者の指名に当たっての方針と手続き」及び「社外取締役の

独立性に関する基準」は、８頁をご参照ください。）

○候補者番号１

原
はら

信
しん

造
ぞう

(1958年２月13日生)

再 任

所有する当社株式の数

37,165株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1981年４月 大蔵省（現 財務省）入省

2010年10月 関東信越国税局長

2011年７月 岡山県警察本部長

2014年７月 原地所株式会社代表取締役社長（現任）

2016年２月 当社取締役（監査等委員）

2018年２月 同 代表取締役会長（非常勤）

2019年２月 同 代表取締役会長兼社長（現任）

〈取締役候補者とする理由〉

当社筆頭株主である原地所株式会社の代表取締役社長であり、一般社団法人日本ホテル協会副会長並

びに同協会神静山梨支部長など、他団体の要職を多数務めるとともに、大蔵省、関東信越国税局長、

岡山県警察本部長を歴任した幅広い識見を有しており、大局的な視点から当社最高経営責任者として

経営の指揮を執り、業務執行に対する監督を適切に行い、当社の持続的成長とさらなる企業価値向上

の実現に貢献できるものと判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

○候補者番号２

岸
きし

晴
はる

記
き

(1953年12月19日生)

再 任

所有する当社株式の数

2,221株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1989年10月 当社入社

1997年３月 同 経理部長

2008年２月 同 取締役経理部長

2018年１月 同 取締役財務本部長

2019年２月 同 常務取締役財務本部長（現任）

〈取締役候補者とする理由〉

当社入社以来、主に経理部門に従事し、長年にわたり経理部門の責任者を務めた経験の中で培った、

ホテル運営における財務会計業務一般に関する豊富な知識と実績を有していることから、その幅広い

識見を活かすことにより、当社の企業価値向上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締

役候補者といたしました。
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○候補者番号３

上
うえ

野
の

孝
たかし

(1944年12月10日生)

再 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1967年４月 合名会社上野運輸商会（現上野トランステック株式会社）入社

1987年６月 同 代表取締役社長

2003年２月 当社社外取締役（現任）

2006年11月 横浜商工会議所会頭

2009年４月 上野トランステック株式会社代表取締役会長兼社長

2015年11月 横浜商工会議所会頭（現任）

2021年４月 上野トランステック株式会社代表取締役会長ＣＥＯ（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉

横浜商工会議所会頭及び経営に深く参画された経験に基づき幅広い識見を活かして、経営陣から独立

した立場で客観的視点から助言・提言をいただくことで、当社経営全般の監督機能をさらに強化でき

ると判断したため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

○候補者番号４

岡
おか

崎
ざき

真
まさ

雄
お

(1935年10月31日生)

再 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年７月 同和火災海上保険株式会社代表取締役社長

1998年４月 同 代表取締役会長

2001年４月 ニッセイ同和損害保険株式会社代表取締役会長

2006年４月 同 代表取締役名誉会長

2010年10月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社特別顧問

2012年２月 当社社外監査役

2014年６月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社顧問（現任）

2016年２月 当社社外取締役（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉

保険事業に精通し、かつ経営に関する豊かな経験を活かして、経営陣から独立した立場で客観的視点

から助言・提言をいただくことで、当社経営全般の監督機能をさらに強化できると判断したため、引

き続き社外取締役候補者といたしました。

○候補者番号５

川
かわ

本
もと

守
もり

彦
ひこ

(1955年12月６日生)

再 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1981年４月 川本工業株式会社入社

1995年６月 同 代表取締役社長（現任）

2002年６月 株式会社テレビ神奈川取締役（現任）

2005年６月 株式会社産業貿易センター取締役（現任）

2012年６月 横浜エフエム放送株式会社取締役（現任）

2012年11月 横浜商工会議所副会頭（現任）

2014年５月 一般社団法人神奈川経済同友会理事副代表幹事（現任）

2019年２月 当社社外取締役（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉

川本工業株式会社の代表取締役社長であり、横浜商工会議所副会頭をはじめ多分野における要職を務

める豊富な経験と卓越した経営ノウハウを有しており、経営陣から独立した立場で客観的な視点によ

る助言・提言をいただくことで、当社経営全般の監督機能をさらに強化できると判断したため、引き

続き社外取締役候補者といたしました。
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○候補者番号６

勝
かつ

治
はる

雄
お

(1956年12月11日生)

再 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1984年４月 横浜エレベータ株式会社入社

1984年５月 同 取締役

1985年５月 同 取締役副社長

1993年６月 同 取締役社長（現任）

2019年２月 当社社外取締役（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉

地元横浜で長きにわたる当社のパートナー企業、横浜エレベータ株式会社の取締役社長を務めてお

り、豊富な経験と識見を活かし、客観的視点から助言・提言をいただくことで、当社経営全般の監督

機能をさらに強化できると判断したため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

○候補者番号７

関
せき

口
ぐち

真
しん

司
じ

(1965年６月26日生)

再 任

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年10月 当社入社

2014年４月 同 調理部長

2022年２月 同 取締役総料理長（現任）

〈取締役候補者とする理由〉

当社入社以来、フランス料理一筋に研鑽を重ね、高度な技術と繊細な職人芸が高い評価を得ていると

ともに、食品衛生管理に対する研究心も高く、当社伝統の味の次世代への継承と食品衛生管理の向上

が期待できると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

○候補者番号８

山
やま

本
もと

修
しゅう

二
じ

(1965年11月19日生)

再 任

所有する当社株式の数

100株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1986年３月 当社入社

2018年２月 同 購買部長

2018年６月 同 管理本部副本部長

2022年２月 同 取締役管理本部長兼購買部長、内部統制室長、コンプライ

アンス推進室長、サステナビリティ推進室長

2024年３月 同 取締役管理本部長、内部統制室長、コンプライアンス推進

室長、サステナビリティ推進室長（現任）

〈取締役候補者とする理由〉

当社入社以来、経理部や宿泊部で培った知識と経験をもとに、管理部門での実績を重ねコンプライア

ンス強化に努めており、当社成長戦略に資する者として期待できると判断したため、引き続き取締役

候補者といたしました。
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○候補者番号９

山
やま

﨑
ざき

明
あきら

(1960年３月23日生)

再 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1983年４月 清水建設株式会社入社

2016年４月 同 執行役員 横浜支店長

2019年４月 同 常務執行役員 建築総本部調達・見積総合センター所長

2021年２月 同 常務執行役員 建築総本部購買本部長

2022年４月 同 常務執行役員 建築総本部 生産技術本部長 購買担当・
技術担当・知的財産担当

2023年２月 当社社外取締役（現任）

2023年４月 清水建設株式会社 専務執行役員 建築総本部 生産技術本部長
購買担当・技術担当・知的財産担当（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉
当社建物の施工者、清水建設株式会社の専務執行役員として、豊富な専門知識と経験を有しており、
経営陣から独立した客観的視点から助言・提言をいただくことで、当社経営全般の監督機能をさらに
強化できると判断したため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

○候補者番号10

木
き

曽
そ

博
ひろ

文
ふみ

(1970年２月21日生)

再 任

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1993年４月 当社入社

2011年１月 同 マーケティング部長

2016年６月 同 宴会部長

2023年12月 同 営業本部長総支配人

2024年２月 同 取締役営業本部長総支配人、ＣＳ推進室長（現任）

〈取締役候補者とする理由〉
当社入社以来、営業、宴会、宿泊、コンプライアンス推進等での経験を活かし、当社の売上の伸張及
びブランド向上に努めてまいりました。これらの豊富な経験と実績は、今後の当社の持続的企業価値
向上と発展に資するものとして適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝 治雄、山﨑 明の５氏は、社外取締役候補者であります。

３．上野 孝氏は、現在当社の社外取締役であり、本総会終結の時をもって、社外取締役として

の在任期間は、22年となります。

４．岡崎真雄氏は、現在当社の社外取締役であり、本総会終結の時をもって、社外取締役として

の在任期間は、９年となります。

５．川本守彦、勝 治雄の両氏は、現在当社の社外取締役であり、本総会終結の時をもって、社

外取締役としての在任期間は、６年となります。

６．山﨑 明氏は、現在当社の社外取締役であり、本総会終結の時をもって、社外取締役として

の在任期間は、２年となります。

７．当社は、上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝 治雄、山﨑 明の５氏との間で法令に定める

額を限度として損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、５氏の再任が承認さ

れた場合、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める

最低責任限度額を限度として当社に対し、責任を負うものとしております。

８．当社は、上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝 治雄、山﨑 明の５氏を株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。５氏の再任が承

認された場合は、当社は引き続き５氏を独立役員とする予定であります。

９．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の16頁に記載のとおりです。各候補

者の選任が承認された場合、各氏は当該保険契約の被保険者となります。なお、当社は当該

保険契約を次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役宮田久嗣氏は、本総会終結の時をもって辞任いたしま
すので、これに伴い監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであり
ます。
なお、本監査等委員である取締役候補者は、監査等委員である取締役宮田久嗣

氏の補欠として選任されることとなりますので、その任期は、当社定款の定めに
より、退任する監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなります。ま
た、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（当社の「取締役候補者の指名に当たっての方針と手続き」及び「社外取締役の
独立性に関する基準」は、８頁をご参照ください。）

矢
や

野
の

精
せい

一
いち

(1969年８月22日生)

新 任 社 外

所有する当社株式の数

0株

○略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1993年４月 東日本旅客鉄道株式会社入社

2015年６月 同 横浜支社総務部部長

2018年６月 同 東京支社運輸車両部部長

2021年６月 同 執行役員運輸車両部部長

2022年６月 同 執行役員モビリティ・サービス部門長

2024年６月 同 執行役員横浜支社長（現任）

〈社外取締役候補者とする理由及び期待される役割等〉

東日本旅客鉄道株式会社の経営に深く参画されるとともに、特にMaaS（Mobility as a Service）領

域における豊富な経験と知見を有しており、観光サービス分野での事業展開において監督・助言等を

いただくことで、当社経営全般の監督機能をさらに強化できると期待し、新たに監査等委員である社

外取締役候補者といたしました。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．矢野精一氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、矢野精一氏の選任が承認された場合は、同氏との間で法令に定める額を限度として

損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対し、責任を負

うものとしております。

４．当社は、矢野精一氏の選任が承認された場合、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員とする予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の16頁に記載のとおりです。候補者

の選任が承認された場合、同氏は当該保険契約の被保険者となります。なお、当社は当該保

険契約を次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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【ご参考】

１．取締役候補者の指名に当たっての方針と手続き

当社は、社会の基盤作りを担う責任ある企業として、企業の持続的な成長と中長期的な企業価値
の向上を図るため、経営の監督と執行の分離を進め、外部の視点を含めた健全性・透明性の高い監
督の実現と、業務執行の効率性・機動性の向上を図ることを目指しております。

この実現に向け、当社の監査等委員でない取締役として、当社の業務執行に関する豊富な経験と
経営者としての視点を持ちつつ、当社経営の根幹に携わる社内出身者を指名するとともに、外部の
ステークホルダーを考慮しつつ、客観的な視点で経営の監督機能を担う社外取締役を複数名招聘す
る方針としております。また、監査の実効性を確保する観点から、監査等委員である取締役とし
て、会社経営、法務、財務・会計等の様々な分野につき、それぞれ豊富な知識・経験を有する者を
バランスよく選任する方針としております。

取締役候補者の選定に当たっては、上記の方針を踏まえて代表取締役社長が原案を作成し、指名
委員会での審議を経て、取締役会で決議しております。

２．社外取締役の独立性に関する基準

当社は、社外取締役の独立性を実質的に担保するため、東京証券取引所が規定する独立役員の要
件に加え、次のとおり当社固有の独立性判断基準を定め、公平かつ中立的な立場で職務を果たしう
ることを確認します。

① 当社を主要な取引先とする者
② 当社を主要な取引先とする会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用

人である者
③ 当社の主要な取引先である者
④ 当社の主要な取引先である会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用

人である者
⑤ 当社から役員報酬以外に、一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公

認会計士、税理士又はコンサルタント等
⑥ 当社から一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法人、税理

士法人又はコンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者
⑦ 当社の１０％以上の議決権を保有する株主又はその取締役等
⑧ 当社が１０％以上の議決権を保有する会社の取締役等
⑨ 当社から一定額を超える寄付又は助成を受けている者
⑩ 当社から一定額を超える寄付又は助成を受けている法人、組合等の団体の理事その他の業務執

行者である者
⑪ 当社の業務執行取締役、常勤監査等委員（常勤監査等委員を選定している場合に限る）が他の

会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している場合において、当該他の会社の業務執行取締
役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

⑫ 上記①～⑨に過去３年間において該当していた者
⑬ 上記①～⑨に該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者又は二親等以内の親族
⑭ 当社の取締役、執行役員若しくは支配人その他の重要な使用人である者の配偶者又は二親等以

内の親族

(注)1 上記①及び②において「当社を主要な取引先とする者（又は会社）」とは「直近事業年度
におけるその者（又は会社）の年間連結売上高の２％以上の支払いを当社から受けた者
（又は会社）」をいう。

(注)2 上記③及び④において、「当社の主要な取引先である者（又は会社）」とは「直近事業年度
における当社の年間連結売上高の２％以上の支払いを当社に行っている者（又は会社）、
直近事業年度末における当社の連結総資産の２％以上の額を当社に融資している者（又は
会社）」をいう。

(注)3 上記⑤⑥⑨及び⑩において、「一定額」とは、「年間1,000万円」であることをいう。
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【ご参考】取締役のスキルマトリックス

（本総会において各候補者が選任された場合の、現任の取締役を含めた各取締役の専

門性及び経験）

氏 名
企業経営

経営戦略
販売戦略 行政経験 国際経験 財務会計

法 務

リスク管理

ＥＳＧ

サステナビリティ

技 術

研究開発

取

締

役

原 信 造 ● ● ●

岸 晴 記 ● ● ●

上 野 孝 ● ● ●

岡 崎 真 雄 ● ● ●

川 本 守 彦 ● ● ●

勝 治 雄 ● ● ●

関 口 真 司 ● ● ●

山 本 修 二 ● ● ●

山 﨑 明 ● ● ●

木 曽 博 文 ● ● ●

取
締
役
（
監
査
等
委
員
）

奥 津 勉 ● ● ●

野 村 弘 光 ● ● ●

佐々木 寛志 ● ● ●

川 村 健 一 ● ● ●

矢 野 精 一 ● ● ●

（注)１．上記一覧表は、各候補者の有する全ての知見や経験を表すものではありません。

２．各氏の有するスキルのうち主なもの最大３つに「●」印をつけています。

以 上
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当社は、子会社が無いため、連結計算書類を作成しておりません。

事 業 報 告

（2023年12月１日から）2024年11月30日まで

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、価格転嫁の進展と雇用所得環境の改善を

背景に、デフレ脱却の動きが緩やかに進む回復基調となりましたが、一方では

長期化する東欧情勢と緊迫化する中東情勢といった地政学上のリスクにより、

景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

ホテル業界においては、慢性的な人手不足の問題を抱える中で、資源価格の

高騰や人件費の上昇等が企業収益の下押し要因となりましたが、国内観光需要

の増加と法人需要の回復に加え、円安を追い風とする訪日客数の伸長により、

総じて堅調な状況となりました。

このような環境のもと当社は、唯一無二の都市型クラシックホテルの競争優

位性を駆使して需要を捉え、ADR（客室平均単価）の大幅な上昇等により業績は

好調に推移いたしました。また、急速な社会経済情勢の変化の中で、今後の中

長期的成長戦略の実現に向け、既存のホテル事業は勿論のこと、新規事業展開

により変化に強い経営基盤の構築を目指し、ホテル直営ショップ「エスワイル

(S.Weil by HOTEL NEW GRAND)」を、本館隣接地のグランドメゾン山下公園１階

にオープンいたしました。初代総料理長サリー・ワイルの名に由来する同店は

“やわらかな正統派”をコンセプトに、2024年４月29日に開店以降、ニューグラ

ンドオリジナル商品に特化した飲食物販店として順調に推移し、新ブランド

“エスワイル”の認知も浸透してまいりました。さらには、横浜髙島屋地下１階

に2024年12月１日オープンとなるエスワイル２号店の出店準備も進めることで、

商圏拡大と新規顧客開拓への足掛りを築いてまいりました。

このほか、ホテル開業100周年を迎える2027年に目指す姿を明確にするため、

横断的組織となる「100周年プロジェクトチーム」を立ち上げるとともに、人手

不足による影響緩和と全社的業務の効率化を図る目的として、新たに「ＤＸ推

進委員会」を設置し業務運営のデジタル化を促進してまいりました。

以上のような取組みを行った結果、当事業年度の売上高は、5,856百万円（前

事業年度比9.0％増）、営業利益は254百万円（同10.1％減）、経常利益は244百万

円（同5.0％減）、当期純利益は303百万円（同22.9％減）となりました。
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ホテル主要３部門となる宿泊・宴会・レストランの部門別の売上高は、次の

結果となりました。

（宿泊部門）

当事業年度は、売上高と販売単価とも過去最高となり、売上高1,815百万

円（前事業年度比11.3％増）となりました。

（宴会部門）

当事業年度は、婚礼宴会及び一般宴会とも好調で、売上高は2,091百万円

（同6.3％増）となりました。

（レストラン部門）

当事業年度は、各店舗とも好調に推移し、売上高は1,393百万円（同5.1

％増）となりました。

このほか、外販事業部門においても前事業年度を上回った結果、ホテル部門

の売上高は5,550百万円（同9.1％増）となりました。また、支店である髙島屋

横浜店のル グラン及びそごう横浜店のバー シーガーディアンⅢ、賃貸ビルの

グランドアネックス水町（テナントビル）も増収となりました。

部 門 別 売 上 高 （千 円） 構 成 比 （％）

ホ テ ル 宿 泊 部 門 1,815,984 31.0

宴 会 部 門 2,091,800 35.7

レ ス ト ラ ン 部 門 1,393,257 23.8

そ の 他 の 部 門 249,471 4.3

ホ テ ル 部 門 合 計 5,550,514 94.8

支 店 髙 島 屋 横 浜 店 ル グ ラ ン 177,130 3.0

そごう横浜店 バー シーガーディアンⅢ 80,746 1.4

賃 貸 ビ ル グ ラ ン ド ア ネ ッ ク ス 水 町 他 47,850 0.8

合 計 5,856,242 100.0

② 設備投資の状況

当事業年度は総額1,065百万円（うち、資産の取得は1,028百万円）の設備投

資を行いました。設備投資の主なものは、新従業員棟（店舗含む）取得（596百

万円）、ネットワーク機器更新（50百万円）などであります。

③ 資金調達の状況

当事業年度の設備投資は、自己資金及び借入にて実施いたしました。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第144期

(2021年11月期)
第145期

(2022年11月期)
第146期

(2023年11月期)

第147期
（当事業年度）
(2024年11月期)

売 上 高 (百万円) 3,195 4,281 5,372 5,856

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

(百万円) 1,319 △349 393 303

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

（円） 1,118.22 △295.66 333.07 256.95

総 資 産 (百万円) 8,073 7,737 7,953 8,472

純 資 産 (百万円) 3,195 2,852 3,253 3,535

１株当たり純資産額 （円） 2,705.67 2,415.31 2,754.71 2,994.17

（注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株

式を控除した株式数）により算出しております。

(3) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、米国第２次トランプ政権の掲げる関税政策が世

界経済に及ぼす影響から、景気の下振れリスクが懸念されます。また、ホテル業

界においては、深刻化する人手不足があるものの、円安進行と中国人への観光ビ

ザ緩和措置等により、訪日客のさらなる活況が期待されます。

このような経営環境の中で当社は、「培ったおもてなしの心と最高のサービスと

商品の提供により、国際社会の発展と文化の向上、お客様の満足と幸福に貢献」

を、企業理念の主文に掲げ経営の基本方針としております。当社はその遂行に

日々努力を重ねつつ、事業を継続していくうえで妨げとなるリスクや課題に対し、

人事戦略、ブランド戦略、成長戦略の３つの基本戦略をもって解決にあたるとと

もに、収益性向上と持続的成長により経営基盤の確立を目指してまいります。

人事戦略につきましては、人手不足が深刻化する中で、旅行需要の回復により

さらなる生産性の向上が求められることになります。当社が企業理念に基づき、

最高のサービスを提供し続けるためには、①エンゲージメントの高い職場の構築

による、人材の確保・定着。②ナレッジマネジメントの構築による、熟練技能・

技術の伝承体制強化。③ＩＴ・デジタル技術の活用による、人的タスクの補完。

以上を柱に、労働条件と労働環境の改善、若手人材の育成、女性・シニア・外国

人材の活躍推進、ＤＸ推進等により組織の生産性を高めてまいります。

ブランド戦略につきましては、当社の顧客層は比較的年齢層が高く、若年層へ

の認知度が課題のひとつになっておりました。このたび立ち上げた新ブランドの

「エスワイル(S.Weil by HOTEL NEW GRAND)」では、ニューグランドのサブブラン

― 12 ―

2025年01月23日 11時23分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



ドとして、既存の顧客から若年層まで幅広いターゲットに顧客の裾野を拡大し、

エントリーユーザーを次世代のニューグランドファン育成へと繋げてまいります。

また、マスターブランドであるニューグランド本体につきましても、クラシック

ホテルの強みを活かした高付加価値なサービスと商品の展開により、期待と信頼

に応えるべくブランド価値向上に努めてまいります。

成長戦略につきましては、当社は、既存事業とは異なる新たな領域での事業展

開によりリスク軽減を図り、環境変化に左右されない力強い経営基盤を確立する

ことで、収益確保と持続的成長をしていくことが重要と考え、昨年より、ホテル

直営ショップの出店を開始いたしました。今後もさらに事業の展開を加速させ、

収益性の向上を目指してまいります。またホテルの施設面においては、給湯・冷

暖房の基幹設備やタワー館のユニットバスの更新を行い、ホテルをご利用される

全てのお客様の満足度を高める設備投資を毎期継続的に実施してまいります。

以上３つの戦略を基本に、総力を結集して邁進してまいる所存でございます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご協力を賜りたくお願い申

しあげます。

(4) 主要な事業内容（2024年11月30日現在）

宿泊部門…客室の販売

宴会部門…結婚披露宴、一般宴会及び各種会議、講演会、展示会等の催し物

レストラン部門…レストラン（フレンチ、イタリアン、和食、軽食）、バーの経営

その他の部門…不動産の賃貸及び駐車場経営等

また、支店として髙島屋横浜店内にレストラン、そごう横浜店内にバーを経営

しております。

(5) 主要な営業所等（2024年11月30日現在）

（本 社） ホ テ ル ニ ュ ー グ ラ ン ド 横 浜 市 中 区 山 下 町 10 番 地

（支 店） 髙 島 屋 横 浜 店 ル グ ラ ン
横 浜 市 西 区 南 幸 一 丁 目 ６ 番 31 号

髙 島 屋 横 浜 店 ８ 階

（支 店）
そごう横浜店
バー シーガーディアンⅢ

横 浜 市 西 区 高 島 二 丁 目 18 番 １ 号
そ ご う 横 浜 店 10 階

（賃貸ビル） グ ラ ン ド ア ネ ッ ク ス 水 町 横 浜 市 中 区 山 下 町 11 番 地 １

(6) 使用人の状況（2024年11月30日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

340名(126名) 36名増(30名増) 35.27歳 12.87年

（注） 使用人数は就業人員であり、契約社員及び臨時雇用員は（ ）内に内数で記載しております。
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(7) 主要な借入先の状況（2024年11月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 845百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 764百万円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 300百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 295百万円

横 浜 信 用 金 庫 200百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 150百万円

株 式 会 社 静 岡 銀 行 100百万円

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 37百万円

２．株式の状況（2024年11月30日現在）

① 発行可能株式総数 4,600,000株

② 発行済株式の総数 1,181,448株

③ 株主数 1,016名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

原 地 所 株 式 会 社 191千株 16.22％

穐 田 誉 輝 57 4.88

株 式 会 社 横 浜 銀 行 55 4.67

清 水 建 設 株 式 会 社 47 3.98

東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 43 3.71

株 式 会 社 そ ご う ・ 西 武 38 3.22

原 信 造 37 3.15

上野グループホールディングス株式会社 34 2.88

麒 麟 麦 酒 株 式 会 社 33 2.80

セ コ ム 株 式 会 社 32 2.71

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２．持株比率は、自己株式（769株）を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に交付した株式報酬の状況

区 分 株 式 数 交付を受けた者の人数

取 締 役

（監査等委員を除く）

取 締 役

（社外取締役を除く）
―株 ―名

社 外 取 締 役 ―株 ―名

取 締 役 （監 査 等 委 員） ―株 ―名
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３．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2024年11月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長

原 信 造 原地所株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 岸 晴 記 財務本部長

取 締 役 上 野 孝
上野トランステック株式会社代表取締役会長ＣＥＯ、
横浜商工会議所会頭

取 締 役 岡 崎 真 雄 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社顧問

取 締 役 川 本 守 彦

川本工業株式会社代表取締役社長、株式会社テレビ神奈川
取締役、株式会社産業貿易センター取締役、横浜エフエム
放送株式会社取締役、横浜商工会議所副会頭、一般社団法
人神奈川経済同友会理事副代表幹事

取 締 役 勝 治 雄 横浜エレベータ株式会社取締役社長

取 締 役 関 口 真 司 総料理長

取 締 役 山 本 修 二
管理本部長、内部統制室長、コンプライアンス推進室長、
サステナビリティ推進室長

取 締 役 山 﨑 明
清水建設株式会社専務執行役員 建築総本部生産技術本部
長 購買担当・技術担当・知的財産担当

取 締 役 木 曽 博 文 営業本部長総支配人、ＣＳ推進室長

取 締 役
（監 査 等 委 員）

奥 津 勉 公認会計士・税理士 奥津勉事務所所長

取 締 役
（監 査 等 委 員）

野 村 弘 光

取 締 役
（監 査 等 委 員）

佐々木 寛 志 社会福祉法人横浜市社会事業協会非常勤理事長

取 締 役
（監 査 等 委 員）

宮 田 久 嗣 東京モノレール株式会社代表取締役社長

取 締 役
（監 査 等 委 員）

川 村 健 一 株式会社横浜銀行顧問、横浜国立大学理事経営戦略担当

（注）１．取締役上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝 治雄、山﨑 明、奥津 勉、佐々木寛志、宮田

久嗣、川村健一の９氏は社外取締役であります。

２．取締役奥津 勉氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務・会計に関する相当

程度の知見を有しております。
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３．常勤の監査等委員の選定の有無及びその理由

当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会室を設け兼務の使用人

を置き、同委員会の職務の補助にあたらせているほか、内部統制システムを通じた組織的監

査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定し

ておりません。

４．当社は、取締役上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝 治雄、山﨑 明、奥津 勉、佐々木寛

志、宮田久嗣、川村健一の９氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。

５．2024年２月22日開催の第146回定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員）大久

保千行氏は、任期満了により退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

会社法第427条第１項の規定により、取締役上野 孝、岡崎真雄、川本守彦、勝

治雄、山﨑 明の５氏及び監査等委員である取締役の各氏は、当社と同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失が無いときは、同法

第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対し、責任を負うもの

としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任

保険契約を締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の全ての

取締役、執行役員及びその他会社法上の重要な使用人であり、保険料は当社が全

額負担し、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被

保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生ずることのある損害について補填することとしており、

１年毎に契約更新をしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損

なわれないようにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為に

起因して生じた損害は補填の対象外であるなど、一定の免責事由があります。
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(4) 取締役の報酬等の総額及び員数

区 分 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額
対象となる
役員の員数基本報酬

譲渡制限付
株式報酬

取締役（監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

74,966千円
(2,600千円)

74,966千円
(2,600千円)

―
(―)

10名
（5名）

取締役（監 査 等 委 員）
（うち社外取締役）

8,632千円
(8,112千円)

8,632千円
(8,112千円)

―
(―)

6名
（5名）

合 計
（うち社外取締役）

83,598千円
(10,712千円)

83,598千円
(10,712千円)

―
(―)

16名
（10名）

（注）１．上表には、2024年２月22日開催の第146回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

（監査等委員）１名を含めております。

２．取締役（監査等委員を除く）の金銭報酬の額は、2016年２月25日開催の第138回定時株主総

会において年額120,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議しております。

当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は、10名（うち、社外取締役は

５名）です。また、当該金銭報酬とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役、社外取締

役及び非常勤取締役を除く）の譲渡制限付株式に関する報酬等は2018年２月22日開催の第

140回定時株主総会において、年額20,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結

時点の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤取締役を除く）の員数は、

４名です。

３．取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2016年２月25日開催の第138回定時株主総会にお

いて、年額20,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委

員）の員数は、５名（うち、社外取締役は４名）です。

(5) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針に関する事項

① 当該方針の決定方法

・取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、取締役会において決

議いたしました。

② 当該方針の内容の概要

・取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤取締役を除く）の報

酬額については、会社の規模、業績を考慮した各人の役職、職責等に応じた固

定報酬としての基本報酬と、中長期的インセンティブとしての株式報酬により

構成しております。また、社外取締役及び非常勤取締役の報酬は経営の監督機

能を十分に機能させるため、基本報酬のみで構成しております。

基本報酬は、月例の固定報酬とし、会社の規模、業績を考慮した各人の役職、

職責等に応じ、総合的に勘案して決定するものとしております。

また、業績連動報酬は採用せず、中長期的インセンティブとしての報酬とし

て非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度としております。その内容は、対

象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬と

して定時株主総会で承認可決された範囲内で金銭報酬債権を支給し、各取締役
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は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制

限付株式の割当を受けるものとしております。

③ 当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うもので

あると取締役会が判断した理由

・当事業年度における各取締役の個人別の報酬等の内容については、報酬委員会

の答申を受けたうえで決定していることから、取締役会はその内容が当該決定

方針に沿うものであると判断しております。

(6) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役上野 孝氏は、上野トランステック株式会社の代表取締役会長ＣＥＯ

及び横浜商工会議所の会頭を兼務しておりますが、当社と各兼職先との間には重要

な取引はありません。

・社外取締役岡崎真雄氏は、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社の顧問を兼

務しておりますが、当社と兼職先との間には重要な取引はありません。

・社外取締役川本守彦氏は、川本工業株式会社の代表取締役社長、株式会社テレ

ビ神奈川の取締役、株式会社産業貿易センターの取締役、横浜エフエム放送株

式会社の取締役、横浜商工会議所の副会頭及び一般社団法人神奈川経済同友会

の理事副代表幹事を兼務しておりますが、当社と各兼職先との間には重要な取

引はありません。

・社外取締役勝 治雄氏は、横浜エレベータ株式会社の取締役社長を兼務してお

りますが、当社と兼職先との間には重要な取引はありません。

・社外取締役山﨑 明氏は、清水建設株式会社の専務執行役員 建築総本部生産

技術本部長 購買担当・技術担当・知的財産担当を兼務しており、当社建物の

施工者である同社は、当社建築工事に関する取引があります。

・社外取締役（監査等委員）奥津 勉氏は、公認会計士・税理士奥津勉事務所の所

長を兼務しておりますが、当社と兼職先との間には重要な取引はありません。

・社外取締役（監査等委員）佐々木寛志氏は、社会福祉法人横浜市社会事業協会

の非常勤理事長を兼務しておりますが、当社と兼職先との間には重要な取引は

ありません。

・社外取締役（監査等委員）宮田久嗣氏は、東京モノレール株式会社の代表取締役

社長を兼務しておりますが、当社と兼務先との間には重要な取引はありません。

・社外取締役（監査等委員）川村健一氏は、株式会社横浜銀行の顧問及び横浜国

立大学理事経営戦略担当を兼務しており、当社と株式会社横浜銀行とは定常的

な銀行取引があります。
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② 当事業年度における主な活動状況

社 外 取 締 役
当 事 業 年 度 に お け る 主 な 活 動 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 況

取締役
上 野 孝

当事業年度に開催された取締役会７回のうち６回に出席し、企業経営

者としての豊富な経験と高い識見から、適宜発言を行っております。

取締役
岡 崎 真 雄

当事業年度に開催された取締役会７回のうち５回に出席し、企業経営

に深く精通された経験と見地から、適宜発言を行っております。

取締役
川 本 守 彦

当事業年度に開催された取締役会７回のうち６回に出席し、企業経営

に深く精通された経験と見地から、適宜発言を行っております。

取締役
勝 治 雄

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに出席し、企業経営に深

く精通された経験と見地から、適宜発言を行っております。

取締役
山 﨑 明

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに出席し、企業経営に深

く精通された経験と見地から、適宜発言を行っております。

取締役(監査等委員)
奥 津 勉

当事業年度に開催された取締役会７回及び監査等委員会７回の全てに

出席し、また監査等委員長の立場から、毎週開催（原則）される常務

会に出席し、公認会計士及び税理士としての専門的見地から、適宜発

言を行っております。

取締役(監査等委員)
佐 々 木 寛 志

当事業年度に開催された取締役会７回及び監査等委員会７回の全てに

出席し、元横浜市副市長としての幅広い知見に基づき、適宜発言を行

っております。

取締役(監査等委員)
宮 田 久 嗣

当事業年度に開催された取締役会７回のうち６回及び監査等委員会７

回のうち６回に出席し、経営に深く精通された経験に基づき、適宜発

言を行っております。

取締役(監査等委員)
川 村 健 一

2024年２月22日就任以降、当事業年度に開催された取締役会５回及び

監査等委員会４回の全てに出席し、金融事業での経験豊かな専門的見

地から、適宜発言を行っております。

(7) 取締役会の実効性評価の結果の概要

当社では、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のために、毎年、取締役会

の実効性評価を実施しております。

当社取締役会は、取締役の意見交換等による評価により、取締役会全体の分

析・評価を行っており、2024年度におきましては、取締役会の構成、意思決定プ

ロセス、業績管理等の取締役会の運営状況、社外取締役へのサポート状況、取締

役の職務遂行状況等を確認した結果、当社取締役会の実効性は十分確保されてい

るものと評価いたしました。

今後も継続して状況の確認を行い、取締役会の実効性とコーポレートガバナン

スの向上に努めてまいります。
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４．会計監査人の状況

(1) 名 称 有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 13,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの

算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬

等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査等委員会は監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及び運用状況の

概要は以下のとおりであります。

(1) 決議の内容の概要

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

・取締役会規則等諸規程を制定し、職務分掌による権限に基づいて業務運営を行

っております。

・コンプライアンス規程によりコンプライアンスの基本事項を定め、その運用に

ついて、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長直轄のコンプライ

アンス委員会、コンプライアンス推進室を設置し、コンプライアンス委員会、

コンプライアンス推進会議を適宜開催し、各種リスク情報の共有化及び諸問題

解決のための討議を行い、使用人とともに法令遵守体制の整備及び推進に努め

ております。

・社内における法令違反行為等に対して適切な処理を行うため、公益通報者保護

法に基づいた内部通報制度規程を定め、外部専門家である弁護士を受付窓口と

し、公正性、透明性を高め実効性のある内部通報制度とし、コンプライアンス

経営の強化に努めております。

・内部統制室、コンプライアンス推進室による内部監査体制を構築するとともに、

内部統制システムを構築し、法令及び定款の遵守の有効性について監査等委員

会室を主管部署とし監査を行っております。主管部署及び監査を受けた部署は、

是正、改善の必要がある時には速やかにその対策を講じております。なお、財

務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る基本方針書を定めております。

・社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力とは一切の関係を持たず、全社を挙げ

て毅然たる態度で対応します。また、ホテル利用規則にもその旨明記し、ホテ

ル館内にも掲示するとともに、必要に応じて外部専門家を招き、反社会的勢力

へのその対応等について社員研修を実施しております。

・当社と関連当事者との取引に関しては、法令及び関連当事者取引管理規程に従

い、当社の利益を害することのないよう取締役会で承認手続きを経て、適切に

対応しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その重要

度に応じて保存期間及び保存方法を定め、適切に管理しております。

・所管部署は、取締役及び監査等委員会から文書閲覧を求められた際には、速や

かに対応することとしております。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ホテルマネジメントに伴うリスクについて、リスク管理規程により、リスクに

関する基本事項を定め、その運用について社長直轄のリスク管理委員会を設置

しております。

・役員、管理職である使用人をリスク管理委員とした委員会を毎月定例開催し、

反社会的勢力・食品安全衛生・防災・防犯・個人情報保護等のあらゆるリスク

に対応することとしております。また、各リスクの発生と被害の防止、軽減を

図るため適宜研修等を実施しております。

・プライバシーポリシー及び情報セキュリティ機器管理規程を定め、電子情報を

含めすべての個人・顧客情報を安全に管理するための社内体制を構築しており

ます。

・大規模災害発生時の緊急対策本部の立上げ、自衛消防活動、お客様・役員・使

用人の安全への誘導等、平日・休日・夜間を想定し、緊急時対応のマニュアル

を策定し定期的な訓練を実施しております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務については、取締役会で決定された職務分掌により、その経営方

針に従い、適切かつ効率的に執行するものとし、取締役会は取締役の業務執行

を監督するものとしております。

・法令・定款・諸規程に則り取締役会を定期的に開催するほか、必要に応じて随

時開催します。なお、常務会を原則週１回開催し常務会規程に基づき取締役会

への提案事項、重要な経営方針等を協議、決定。また、常勤役員会を原則週１

回開催し、各部門より業績のレビューと改善策を報告させ、具体的な対策を検

討することとしております。

・会計監査人の代表取締役からの独立性を確保するため、会計監査人の監査計画

については、監査等委員会が事前に報告を受領することとしております。

⑤ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査等委員会室を設け、兼務

の使用人を置き、当該使用人は監査等委員会の指示に従って、監査等委員の職

務の補助をすることとしております。

・監査等委員会室員は、監査等委員会の監査の実施時は取締役の指揮下から監査

等委員会の直接指揮下に移り監査等委員会の監査の職務を行います。

・監査等委員の職務を補助すべき使用人の人事については、担当取締役は監査等

委員と意見交換を行い、監査の職務の補助をすべき使用人の職務が円滑に行わ

れるよう、監査環境の整備に努めます。
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⑥ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

・取締役及び使用人は、当社の業務に与える重要な事項について監査等委員会に

報告するものとし、職務の執行に関する法令違反、不正行為の事実、又は、当

社に損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告するものとします。なお、

前記にかかわらず、監査等委員は必要に応じて、取締役及び使用人に対して、

その説明を求めることができるものとします。また、内部通報制度による通報

の状況についても監査等委員会に報告します。

⑦ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保する体制

・監査等委員会へ報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をすべての取締役及び使

用人に周知徹底します。また、内部通報制度の通報者に対しても、内部通報制

度規程に明記し保護することとしております。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員の職務の執行のために、費用の前払等の請求を受けた時は、

当該職務の執行のために必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費

用又は債務を処理します。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会は、代表取締役と定期的に意見交換を行うとともに、コンプライ

アンス委員会、常務会、常勤役員会等の重要な会議に出席し、意見を述べるこ

とができ、また、必要に応じて専門家（公認会計士・弁護士等）と意思疎通を

図るものとしております。

・監査等委員会は定期的に内部統制室から財務報告に係る内部統制実施状況の評

価結果を、会計監査人からは会計状況に関する報告を受け、内部統制室及び会

計監査人との適切な意思疎通並びに効果的な監査業務の遂行を図ることとして

おります。

・取締役及び使用人は監査等委員会の監査に必要な重要書類の閲覧、調査、取締

役及び使用人との意見交換等、監査等委員会の監査が円滑に行われるよう協力

します。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

内部統制につきましては、監査等委員会室を主管部署とし監査を行い、是正、

改善の必要がある時は、速やかに対策を講じ、取締役会がその内容を確認してお

ります。

改定した業務の適正を確保するための体制の運用につきましては、コンプライ

アンスの徹底、監査等委員会への報告に関する体制強化の観点から、取締役、監

査等委員及びすべての従業員が共有するとともに、重要なリスクについて経営の

マネジメントサイクルの中で統制し、リスクの低減を図っております。

大規模地震等の自然災害発生による事業活動への影響を予め想定し、早期に事

業活動を再開するための方針、体制、手順等を示した事業継続計画（BCP）の策定

と事業継続マネジメント（BCM）を構築しており、さらなる是正・改善により事業

継続力の向上に努めてまいります。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けた

うえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、長

期にわたる安定的配当政策を基本方針としています。

当社は、定款に取締役会決議による剰余金の配当等を可能とする規定を設けてお

りますが、当事業年度においては、営業利益が254,902千円、当期純利益が303,415

千円を計上したため、上記方針のもと、2025年１月17日開催の取締役会において、

１株当たり25円の期末配当を実施することを決議しております。

なお、内部留保資金につきましては、新店舗出店及び将来の事業展開に必要な投

資資金に充てるとともに、より一層の財務基盤の強化及び今後の事業拡大等に有効

投資してまいりたいと存じます。
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（計算書類）

貸 借 対 照 表

（2024年11月30日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,110,796 流 動 負 債 2,239,336

現 金 及 び 預 金 2,475,492 買 掛 金 368,078

売 掛 金 466,915 短 期 借 入 金 850,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 121,012 1年内返済予定の長期借入金 275,048

前 払 費 用 38,808 未 払 金 143,513

未 収 消 費 税 等 622 未 払 費 用 339,310

そ の 他 7,986 未 払 法 人 税 等 2,447

貸 倒 引 当 金 △40 未 払 事 業 所 税 15,532

固 定 資 産 5,361,646 契 約 負 債 229,807

有 形 固 定 資 産 4,992,920 預 り 金 14,286

建 物 2,795,160 そ の 他 1,312

建 物 附 属 設 備 1,006,607 固 定 負 債 2,697,954

構 築 物 6,756 長 期 借 入 金 1,567,432

機 械 及 び 装 置 4,482 長 期 未 払 金 13,100

車 両 運 搬 具 0 退 職 給 付 引 当 金 848,535

工具、器具及び備品 253,800 長 期 預 り 保 証 金 268,886

土 地 750,523 負 債 合 計 4,937,290

建 設 仮 勘 定 175,590 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 54,481 株 主 資 本 3,959,877

借 地 権 43,917 資 本 金 100,000

ソ フ ト ウ エ ア 9,045 資 本 剰 余 金 1,085,433

そ の 他 1,517 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,085,433

投 資 そ の 他 の 資 産 314,244 利 益 剰 余 金 2,777,596

投 資 有 価 証 券 79,675 利 益 準 備 金 2,952

差 入 敷 金 保 証 金 182,336 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,774,644

繰 延 税 金 資 産 52,232 繰 越 利 益 剰 余 金 2,774,644

自 己 株 式 △3,152

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △424,725

その他有価証券評価差額金 24,333

土 地 再 評 価 差 額 金 △449,058

純 資 産 合 計 3,535,152

資 産 合 計 8,472,443 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,472,443

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2023年12月１日から）2024年11月30日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,856,242

売 上 原 価 1,429,160

売 上 総 利 益 4,427,081

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,172,179

営 業 利 益 254,902

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,375

補 助 金 収 入 4,574

受 取 保 険 金 3,793

利 子 補 給 金 1,517 12,260

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,760

雑 損 失 122 22,882

経 常 利 益 244,280

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 100,101 100,101

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 18,270 18,270

税 引 前 当 期 純 利 益 326,111

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,447

法 人 税 等 調 整 額 20,247 22,695

当 期 純 利 益 303,415

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2023年12月１日から
2024年11月30日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 100,000 1,085,433 1,085,433 - 2,396,902 2,396,902

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 2,952 △32,474 △29,522

当 期 純 利 益 303,415 303,415

土地再評価差額金の取崩 106,800 106,800

自己株式の取得

株主資本以外の項
目の当事業年度中
の変動額（純額）

当事業年度中の変動額
合 計

- - - 2,952 377,741 380,694

当 期 末 残 高 100,000 1,085,433 1,085,433 2,952 2,774,644 2,777,596

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △1,949 3,580,386 14,917 △342,257 △327,339 3,253,046

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △29,522 △29,522

当 期 純 利 益 303,415 303,415

土地再評価差額金の取崩 106,800 106,800

自己株式の取得 △1,202 △1,202 △1,202

株主資本以外の項
目の当事業年度中
の変動額（純額）

9,415 △106,800 △97,385 △97,385

当事業年度中の変動額
合 計

△1,202 379,491 9,415 △106,800 △97,385 282,106

当 期 末 残 高 △3,152 3,959,877 24,333 △449,058 △424,725 3,535,152

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・原材料及び貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産…………………定額法

② 無形固定資産…………………定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………………当事業年度末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

② 退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社は主にホテル事業を営んでおり、事業から生じる収益は主として顧客との契約に従い計上し

ており、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

ホテル事業に係る収益認識

ホテル事業は主に宿泊、宴会、レストラン及びそれらに付帯するサービスの提供及び商品の引き

渡しを行っております。これらは、顧客にサービスの提供が完了した時点及び商品を引き渡した時

点において顧客が当該財又はサービスに対する支配を獲得し、当社の履行義務（財又はサービスの

受渡）が充足されると判断し、収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

（税効果会計）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産残高（繰延税金負債相殺前） 64,768千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号

2018年２月16日）に定める会社分類に基づき、当事業年度末における将来減算一時差異及び税務上

の繰越欠損金に対して、将来の税金負担額を軽減することができる範囲内で計上しております。計

上に当たっては、将来計画に基づく一時差異等加減算前課税所得の見積りを行っております。一時

差異等加減算前課税所得の算出に用いた主要な仮定は、事業計画に当たり考慮した当社の経営環境
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及び市場動向、事業上のリスクなど不確実性の高い様々な要因に関するものであります。上記の仮

定は、外部環境の変化等により影響を受ける可能性があり、仮定の見直し等が必要となった場合に

は翌事業年度の繰延税金資産の金額に影響を与える可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 11,977,536千円

(2) 担保に供している資産 建物 243,676千円

土地 196,107千円

担保に係る債務 1年内返済予定の長期借入金 30,048千円

長期借入金 557,432千円

(3) 事業用土地の再評価に関する事項

「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日…………2000年11月30日

再評価の方法……………………「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第

119号）第２条第５号に定める「不動産鑑定士による鑑定評価」

によっております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 1,181,448株 -株 -株 1,181,448株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 546株 223株 -株 769株

自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取り223株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2023年12月25日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当の原資 利益剰余金

・配当の総額 29,522千円

・１株当たり配当金額 25円

・基準日 2023年11月30日

・効力発生日 2024年２月26日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

2025年1月17日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当の原資 利益剰余金

・配当の総額 29,516千円

・１株当たり配当金額 25円

・基準日 2024年11月30日

・効力発生日 2025年２月28日
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払賞与 9,041千円

未払事業所税 5,280千円

長期未払金 4,454千円

退職給付引当金 288,502千円

減損損失 820,511千円

繰越欠損金 219,174千円

その他 16,635千円

繰延税金資産小計 1,363,599千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △219,174千円

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △1,079,657千円

繰延税金資産合計 64,768千円

繰延税金負債

投資有価証券評価差額 △12,535千円

繰延税金負債合計 △12,535千円

繰延税金資産の純額 52,232千円

上記の他、土地の再評価に係る繰延税金資産の内訳は以下のとおりです。

土地の再評価に係る繰延税金資産 152,679 千円

評価性引当額 △152,679 千円

繰延税金資産合計 - 千円
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上

の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金については主として運転資金調達を目的としたものであります。短期借入金の一

部は変動金利のため、金利変動リスクに晒されておりますが短期決済であり、金利変動リス

クは限定的であります。

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金も含む）は、設備投資等を目的としたものであり

ます。長期借入金の一部は変動金利のため、金利変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(イ)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金については、売掛金管理規程に従い、経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(ロ)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(ハ)資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

各部門からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などによりリスク管理をしております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024年11月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）を参照くだ

さい）。また、現金及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものにつ

いては、記載を省略しております。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1）投資有価証券 62,839 62,839 -

資 産 計 62,839 62,839 -

(2）長期借入金 1,842,480 1,782,237 △60,242

(3）長期預り保証金 268,886 103,281 △165,604

負 債 計 2,111,366 1,885,519 △225,846

（注）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区 分 貸借対照表計上額

非上場株式 16,836

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券 62,839 - - 62,839

資産計 62,839 - - 62,839
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② 時価で貸借対照表に計上していない金融商品
（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

長期借入金 - 1,782,237 - 1,782,237

長期預り保証金 - 103,281 - 103,281

負債計 - 1,885,519 - 1,885,519

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

すべて上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、レベル1の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預り保証金

長期預り保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを返還するまでの預り期間及び信

用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。
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７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、神奈川県内において、賃貸用オフィスビルや土地を所有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

456,409 709,867

（注）１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２ 当事業年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づく鑑定評価額もしくは指標等を用い

て合理的な調整を行って算定した金額であります。

８．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資本金又は
出 資 金
(千円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

原 地 所
株式会社

横浜市
中 区

95,000 不動産業
（被所有）
直接16.36

役員の兼任

事務所及び駐車場の賃貸

保証金の
受 入

－ 長期預り
保証金

6,807

事務所及
び駐車場
賃 貸 料

10,825
その他
(流動
負債)

－

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 事務所及び駐車場の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて交渉のうえ、決定してお

ります。

(2) 原地所株式会社は、当社代表取締役 原 信造及びその近親者が議決権の過半数を保有し

ております。

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

報告セグメント

合 計ホテル事業
不動産

賃貸事業
宿泊 宴会 レストラン その他

顧客との契約か

ら生じる収益
1,815,984 2,091,800 1,345,033 489,237 － 5,742,055

その他の収益 － － 48,224 18,110 47,850 114,186

合計 1,815,984 2,091,800 1,393,257 507,348 47,850 5,856,242

(注) その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。
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(2) 収益を理解するための基礎となる情報

個別注記表の「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 (5)収益及び費用の計上基準」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりです。
（単位：千円）

当事業年度期首 当事業年度末

顧客との契約から生じた債権 391,320 440,837

契約負債 227,404 229,807

契約負債は、宿泊や宴会の前受金を含むとともに、当社が付与したポイント及び発行した商品券の

うち、期末時点において履行義務を充足していない残高等であります。契約負債は収益の認識に伴い

取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格

商品券に係る残存履行義務に配分した取引価格は24,920千円であり、約60％が１年以内、約21

％が１年超２年以内、約19％が２年超３年以内に収益として認識することを見込んでおります。

なお、当初の予想契約期間が１年以内の取引については、実務上の便法を適用し、残存履行義務

に関する情報の記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,994円17銭

(2) １株当たり当期純利益 256円95銭
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（監査報告）

会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2025年１月15日

株式会社ホテル、ニューグランド

取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 秀 樹

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 香 月 ま ゆ か

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ホテル、ニューグランド

の2023年12月１日から2024年11月30日までの第147期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2023年12月１日から2024年11月30日までの第147期事業年度における取締役
の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のうえ、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な営業所等において業
務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年１月17日

株式会社 ホテル、ニューグランド 監査等委員会

監査等委員（委員長） 奥 津 勉 ㊞

監査等委員 野 村 弘 光 ㊞

監査等委員 佐 々 木 寛 志 ㊞

監査等委員 宮 田 久 嗣 ㊞

監査等委員 川 村 健 一 ㊞

（注）監査等委員 奥津 勉、佐々木寛志、宮田久嗣及び川村健一は、会社法第２条第15号及び第
331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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